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お示しする保育料（案）の取扱いについて 

 

新制度の利用者の保育料については、世帯の所得の状況等を勘案して、国が定める水準（政令で

定める額）を限度として、市が定めることとなります。 

この資料は、現時点の保育料（案）をお示しするもので、最終的に平成 27 年度の予算編成を経

て確定します。 

 

 

 

幼稚園等の保育料（案） 

 

１ １号認定の保育料設定の基本的な考え方 

 

認定区分 定義 利用対象施設・事業 

１号認定 
満３歳以上の学校教育のみ（保育の必要性なし）

の就学前の子ども 

幼稚園 

認定こども園 

 

平成 27 年度は、新制度への円滑な移行に向けて、現行の負担水準を基本に算定。具体的には、

毎月の保育料、入園料のほか、公定価格に含まれる施設維持費、暖房費から算定。 

 

≪保育料単価表≫ 

階層 年収の目安 
市民税 

所得割額 

平成 27 年度 

保育料（月額） 

 国の基準額 

（月額） 

1 生活保護 － 0  0 

2 ～270 万 非課税 3,300  9,100 

3 ～300 万 ～77,100 10,300  16,100 

4 ～520 万 ～211,200 14,700  20,500 

5 680 万～ 211,201～ 19,900  25,700 

 

※第２子は半額、第３子は無料となります。（小学生３年生以下の人数でカウント） 

※保育料（月額）には、通常の保育料や入園料、施設維持費、暖房費を含めて算定していますが、

このほかに給食費、通園費（バス代）、制服費、園外活動費、保護者会費など実費徴収や各園に

よっては上乗せ徴収があります。  

※新制度に移行しない幼稚園（私学助成を受ける幼稚園）の保育料は、これまでどおり各園が設定

します。  
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保育所等の保育料（案） 

 

１ ２号認定、３号認定の保育料設定の基本的な考え方 

 

認定区分 定義 利用対象施設・事業 

２号認定 
満３歳以上の保育の必要性の認定を受けた就学

前の子ども 

保育園 

認定こども園 

３号認定 
満３歳未満の保育の必要性の認定を受けた就学

前の子ども 

保育園 

認定こども園 

地域型保育事業 

 

 

・算定基礎を所得税から市民税所得割額に変更 

 ・現行と同様、国の階層とその基準額を基に、階層を細分化することにより、細分化された階層

の軽減を行います。さらに、保育料の軽減率を 13.63％から 25.8％の水準に拡充します。 

 ・保育短時間保育料は、保育標準時間保育料の概ね▲1.7％として設定します。 

 

 

≪保育料単価表≫ 

別紙資料 保育所等（２号・３号認定）保育料基準額表 
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一時預かり事業（幼稚園型）の利用料について 

 

１ 一時預かり事業（幼稚園型） 

  

現在、各幼稚園で実施している教育時間の前後の預かり保育は、新制度においては、新たに創設

される一時預かり事業（幼稚園型）に位置付けられ、基本的には１号認定（教育標準時間）を受け

た在園児を対象とした事業を想定しています。新制度に移行した幼稚園を対象に事業を実施し、新

制度に移行しない幼稚園は、現行の預かり保育を実施することとなります。 

 

 

２ 利用料 

 

①利用料と事業に対する幼稚園の補助の単価の割合（国の想定） 

１：１ 

 

②国が示している仮単価（利用者負担・幼稚園の補助単価） 

平日単価 ４００円／１日 （長期休暇期間含む） 

 休日単価 ８００円／１日 （土曜日等） 

 長時間加算単価 １００円／１日 （１日当たり 4 時間を超えて実施する場合） 

 

 ※ただし、幼稚園への補助については、一定の上限が設定される予定ですが、現在のところ示さ

れていません。 

 

③利用者負担の設定 

 現在、各幼稚園で実施している預かり保育は、各幼稚園の特色を活かした独自の取り組みであり、

利用料は各園で設定し、実施している状況です。 

国は、一時預かり事業（幼稚園型）の利用料について、月額の保育料のように基準額を定める予

定はしておらず、また、利用料は幼稚園で徴収することができることとされています。 

 従いまして、一時預かり事業（幼稚園型）の利用料の単価については、これまでの幼稚園の取り

組みの継続性の観点から、市では設定することをせず、徴収方法や徴収時期も含めて各幼稚園に設

定いただくことを予定しています。 

 

 


